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 各  位 

 

 

 

 

 

 

 

（訂正・数値データ訂正）「平成29年12月期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

平成30年２月13日に公表いたしました表記開示資料について訂正がありましたのでお知らせいたします。訂

正を要する箇所及び訂正した箇所は下線を付しております。 

記 

１．訂正箇所 

サマリー情報 Ｐ.２ 

１．平成29年12月期の個別業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（２）個別財政状態 

【訂正前】 

 
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たりの純資産 

 

平成29年12月期 

平成28年12月期 

百万円 

1,801 

1,549 

百万円

784

604

％ 

43.3 

39.0 

円 銭

633.93

491.19

 

【訂正後】 

 
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たりの純資産 

 

平成29年12月期 

平成28年12月期 

百万円 

1,809 

1,549 

百万円

784

604

％ 

43.1 

39.0 

円 銭

633.93

491.19

 

 

会 社 名 共 同 ピ ー ア ー ル 株 式 会 社

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  谷  鉄 也 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード番号：２４３６）

問合せ先 専務取締役コーポレート本部長 西井 雅人

（ＴＥＬ ０３－３５７１－５１７２）



 ５．個別財務諸表及び主な注記（P.２０） 

（１）貸借対照表 

【訂正前】                                        （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成28年12月31日） 

当事業年度 

（平成29年12月31日） 

＜省略＞ 

資産の部   

投資有価証券 53,461 63,107

    関係会社株式 49,460 49,460

    資金及び保証金 136,850 135,438

    保険積立金 20,005 22,427

    破産更生債権等 124,209 127,176

    その他 1,783 702

    貸倒引当金 △124,209 △127,176

    投資その他の資産合計 261,561 271,136

   固定資産合計 375,118 388,959

  資産合計 1,549,896 1,801,270

＜省略＞ 

 負債の部 

    長期借入金 153,802 51,290

    退職給付引当金 7,692 △7,757

    役員退職慰労引当金 4,733 7,916

    その他 28,203 33,447

    固定負債合計 194,430 84,897

   負債合計 944,938 1,016,500

＜省略＞ 

負債純資産合計 1,549,896 1,801,270

 

 

 



【訂正後】                                        （単位：千円） 

 前事業年度 

（平成28年12月31日） 

当事業年度 

（平成29年12月31日） 

＜省略＞ 

資産の部   

投資有価証券 53,461 63,107

    関係会社株式 49,460 49,460

    資金及び保証金 136,850 135,438

    前払年金費用 － 7,757

    保険積立金 20,005 22,427

    破産更生債権等 124,209 127,176

    その他 1,783 702

    貸倒引当金 △124,209 △127,176

    投資その他の資産合計 261,561 278,893

   固定資産合計 375,118 396,717

  資産合計 1,549,896 1,809,027

＜省略＞ 

 負債の部 

    長期借入金 153,802 51,290

    退職給付引当金 7,692 －

    役員退職慰労引当金 4,733 7,916

    その他 28,203 33,447

    固定負債合計 194,430 92,654

   負債合計 944,938 1,024,257

＜省略＞ 

負債純資産合計 1,549,896 1,809,027

 

２．訂正の理由 

 平成29年12月期決算短信発表後の会計監査人の監査過程におきまして、記載の内容に一部訂正が生じまし

たので、提出済みの決算短信を訂正させていただくものであります。 

 なお、今回の訂正による経営成績への影響はありません。 

 

以 上 


